
「みなし輸出」管理の明確化について

経済産業省 貿易管理部







【参考】 ⽶国における技術窃取への対応や利益相反管理の取組

⽶国は、海外企業・⼤学の研究者、技術者、知財・技術保護担当幹部をリクルートする、中国政府の技術窃取プログラムと評価。

2019年4⽉22⽇
（産業スパイ＆中国政府から
の資⾦提供）

⽶司法省は、GEの元エンジニアでXiaoqing Zheng及び事業家のZhaoxi ZhanをGEのタービン設計技術の窃盗容疑及び産
業スパイ容疑で起訴。Xiaoqing Zhengは千⼈計画に選定され、中国政府からの資⾦提供⽀援も受領。

2019年11⽉21⽇
（産業スパイ）

⽶⼤陪審は、⽶農業⼤⼿モンサント（現バイエル）及び⼦会社クライメート社の中国⼈元社員であるHaitao Xiangをモンサント社の技
術機密の窃取容疑等で起訴。同⽒は、モンサント勤務中の2017年に千⼈計画の⼀⼈に選ばれた⾼度な技術を持つ研究者。デジタル
農業、⼟壌肥料や養分管理研究を担当し、3件の⽶国特許も取得。

2020年1⽉28⽇
（中国政府からの資⾦提
供）

⽶司法省は、ハーバード⼤学科学・化学⽣物学科の学科⻑Charles Lieber（DOD、NIHの研究員も兼任）及び中国国籍研究者
２名を、中国千⼈計画への関与について虚偽申告を⾏っていた容疑で起訴。同⽒はナノエレクトロニクスと医学の境界分野の研究におけ
る権威。NIHとDODから研究室費⽤1,500万ドル以上を受け取る⼀⽅で、武漢⼯科⼤や中国政府から⽉給5万ドル、⽣活費15万ド
ル/年、武漢での研究室設⽴費⽤として150万ドル以上を受領した疑い。

（情報ソース）⽶司法省HP NEWS https://www.justice.gov/

 研究者グループJASONは、⽶国国⽴科学財団（NSF）の調査依頼に対し、レポート“Fundamental Research Security”において
中国の⾏為が⽶国学術界における外国の影響についての懸念を⽣じさせているとして、利益相反の完全な開⽰やNSF（資⾦提供側）
と⼤学等（資⾦提供を受ける側）の責任、等について提⾔。

【提⾔の概要】（⼀部抜粋）
①研究公正（Research Integrity）の範囲を拡張し、実体⼜は潜在的な利益相反の完全な開⽰を求めるべきである。
②利益相反等の開⽰の失敗は、研究公正（Research Integrity）が侵害されたとみなし、 「研究不正」と同様に、NSF及び⼤学によって調査及び裁定されるべきである。
③NSFは、研究公正（Research Integrity）を確保するため、⼤学等全ての関係者との協⼒を主導し、資⾦配分機関との連携を図るべきである。
④NSFは、研究公正に対するリスク評価を促進するプロジェクト評価ツールを採⽤し、公表する必要がある。
⑤基礎研究を⾏う⼤学やその他の機関での科学倫理教育・訓練は、従来の研究公正（Research Integrity）を超え、利益相反等の情報や事例を含めるべきである。

千⼈計画（Thousand Talents Plan）への対応

主な起訴事案

研究開発における外国の影響懸念に対する研究コミュニティの対策
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【参考】 欧州における技術窃取への対応や利益相反管理の取組
 欧州では、2020年2⽉に欧州委員会が、加盟国との議論⽤として、中国との研究開発協⼒のあり

かたについてコンセプトペーパーを公表。
 関連するガイドラインの作成を含め、欧州の⾼等教育機関や研究機関への外部からの⼲渉に協調

して取り組むための包括的なアプローチの必要性について⾔及。

【背景】
⾼等教育機関や研究機関が国際連携に対して⾮常にオープンであり、その開放性と協調性が世界に貢献してき
たが、同時に外国からの⼲渉を助⻑してきた。
2019年12⽉に開催された“中国とのR&I協⼒”に関する会議(“R&I cooperation with China” meeting)
において、外国の⼲渉に対するガイドラインの策定が求められた。

⾼等教育機関および研究機関における外国⼲渉への対応に関するコンセプトノート
https://s3.eu-central-1.amazonaws.com/euobs-media/3ef6dc3d60ee27a2df16f62d47e93fdc.pdf

【ガイドラインの概要】
⽬的 ︓研究機関等において外部からの⼲渉に関する認識を⾼め、外部からの⼲渉を防⽌するための⽅法や、

⼲渉が発⽣した場合の対応⽅法等を提供する。
対象者︓国家レベル、組織レベル、個⼈レベルで外部からの⼲渉を受ける可能性があるため、対象はa) 国の当

局、b) 研究機関、特に⾼等教育機関や研究機関、c) ⼀般的な個⼈（研究者やその他のスタッフ）
である。







「みなし輸出」管理の運用明確化

居住者A 居住者B 非居住者C

規制対象外

居住者A 居住者C’ 非居住者C

特定国C

特定国C
①外国政府や外国法人等との間で雇用契約等の契約を締結し、当該外国政府や外国法人等の指揮
命令に服する又はそれらに善管注意義務を負う者 への提供
② 経済的利益に基づき、外国政府等の実質的な支配下にある者 への提供
③ 国内において外国政府等の指示の下で行動する者 への提供

制度見直し

居住者C’が非居住者Cの
強い影響を受けている場合

従来

見直し後

許可申請義務

許可申請義務

許可必要 蓋然性高

蓋然性高許可必要

技術提供 技術提供 技術提供

技術提供 技術提供

「特定国の非居住者に提供することを目的とした取引」について、居住者への機微技術提供であっ
ても、当該居住者が、非居住者へ技術情報を提供する取引と事実上同一と考えられるほどに当該
非居住者から強い影響を受けている状態（特定類型）に該当する場合には、「みなし輸出」管理
の対象であることを明確化した。

昨年１１月１８日公表、本年５月１日適用開始
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特定類型該当性の判断において求められる注意義務について
 特定類型該当性について、故意・過失が認められる場合をまとめると、下表のとおり。実際の規定

内容については役務通達別紙１－３をご確認ください。

受領者が提供者の
指揮命令下にない

受領者が提供者の
指揮命令下にある 共通

特定類型①
特定類型②

商慣習上技術提供取引を⾏う上で
通常取得することとなる契約書等の
書⾯において記載された情報から、受
領者が特定類型に該当することが明
らかである場合

以下の⽅法で特定類型該当性を把握
した場合
＜採⽤時＞
⾃⼰申告による確認
※改正役務通達の施⾏時点ですでに採⽤し
ている場合は不要
＜勤務時＞
新たに特定類型に該当することとなった
場合における報告義務を課すことによる
確認
※就業規則において、副業⾏為等の利益相
反⾏為が禁⽌・申告制になっている場合を含
む

特定類型に該当
する可能性がある
と経済産業省が
提供者に連絡を
する場合

特定類型③ 商慣習上技術提供取引を⾏う上で通常取得することとなる契約書等の書⾯に
おいて記載された情報から受領者が特定類型に該当することが明らかである場合






